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食料・農業・農村基本法(以下、「基本法」という)

が改正されました(令和6年6月5日施行)。その前身

である農業基本法(昭和36年制定)は「農業の生産

性の向上と農業従事者の所得の増大」を目的として

いましたが、平成11年に「食料」「農村」を加えた基

本法が制定され、「国民生活の安定向上および国民

経済の健全な発展を図ること」へと目的が大きく転換

されました。基本法制定から四半世紀が経過するな

か、世界的な食料情勢の変化に伴う食料安全保障

上のリスクの高まりや地球環境問題への対応、海外

の市場の拡大等、わが国の農業を取り巻く情勢が変

化していることを踏まえて、今回の改正が行われまし

た。新たな方向性として「食料安全保障の抜本的な

強化」「環境と調和のとれた産業への転換」「人口減

少下における農業生産の維持・発展と農村の地域コ

ミュニティの維持」の実現を目指し、基本理念の見直

しと関連する基本的施策等が定められました。

基本理念は、「食料安全保障の確保」を中心に位

置付けられ、新たに「環境と調和のとれた食料シス

テムの確立」が明記されました。国内の農業生産の

増大を基本としつつ、安定的な輸入・備蓄、持続的

な食料供給に要する費用を考慮した食料の価格形

成、不測時の措置等により「食料安全保障の確保」

を実現するとされています。また、「みどりの食料シス

テム戦略(令和3年5月12日決定)」を踏まえ、生産、

加工、流通、小売、消費の各段階の関係者が連携

する「食料システム」の概念が新たに規定され、合理

的な価格形成や環境負荷の低減等持続可能性を

高める対策を、関係者が一体となって取り組んでいく

ことが強く打ち出されました。

一方、人口減少下での農業生産の持続性確保の

観点から、農業用インフラ(農業生産基盤)について

整備だけでなく「保全」の施策が明記されたことは特

筆すべき点です。基本法改正に伴い、食料・農業・

農村基本計画の策定や土地改良法の改正が昨年

度末に行われました。それらには、スマート農業に対

応するための圃場の大区画化やデジタル基盤の整

備と併せて、人口減少により施設の点検・操作や集

落の共同活動が困難となる地域でも施設の保全管

理が適切に行われ、生産活動が維持されるよう、管

理作業の省力化を図ることが掲げられました。これら

により、今後、基幹水利施設については施設の集約・

再編、ICT等の新技術導入、末端水利施設では開水

路の管路化等が一層推進されます。また、基幹的な

農業水利施設の更新を計画的に進めるため、行政

の判断で迅速に事業を実施する仕組みも構築される

等、農業水利施設の戦略的な保全管理の方策も示

されました。さらに、気候変動に対応し、将来予測に

基づき排水に関する基準の見直しを行う等、防災・

減災、国土強靭化の対策の充実も図られました。今

後、これらの法改正や関係計画をもとに、食料安全

保障の強化等に向けて、令和7年度から初動５年間

で集中的に農業の構造転換が図られる方針です。

当社は、環境、建設、情報に関わる高度な技術

により、社会基盤整備に関する企画から、調査、計

画、設計、保全管理、防災・減災までの総合的なコ

ンサルサービスを展開しています。農業分野におい

ても、農村地域の環境保全やため池の放射性物質

対策のほか、農業用ダムの洪水調節機能強化や農

業水利施設の耐震性強化等の防災・減災対策、施

設の効率化や省力化、さらには農地への炭素貯留

等、幅広い業務に取組んでいることから、今後の食

料安全保障の強化をはじめ農業農村の発展に貢献

できると考えています。

農業環境資源事業部 柵木 環

食料安全保障の強化に向けて

建設・環境技術レポート＆トピックス
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仕様

寸法 85.0mm×81.3mm×68.5mm 

重量 325g 

熱センサーサイズ 13mm：45°×37° 

熱感度 50mK 以上 

取得可能温度 -20℃～＋60℃ 

サンプル間隔 30Hz 

熱赤外線カメラ

※「政府機関等における無人航空機の調達等に関する方針について」に準拠

光学センサーと熱赤外線センサーによる
画像(位置情報付き)の同時取得が可能

図2 熱赤外線カメラ(Duo Pro R、FLIR社製)

図1 ドローン(SKY-Mapper Mark Ⅱ、TPホールディングス社製)

熱赤外線画像

光学画像

光学センサー

熱赤外線センサー

STEP1 熱赤外線画像の撮影
熱赤外線カメラをドローンに搭載し、熱赤外線画像
を撮影

STEP2 画像処理
画像処理ソフトウェア「PIX4D(PIX4D社製)」や「Meta 
Shape(Agisoft社製)」を使用し、画像の歪み補正や
合成を実施

STEP3 モザイク画像の作成
ケルビン温度値(K)や摂氏温度値(℃)の熱赤外線モ
ザイク画像を作成

九州支店 環境調査・化学部 高岡 秀朋、末盛 雅英、渡辺 茂樹

熱赤外線カメラ搭載ドローン～施設点検・環境調査への活用～

ドローンに熱赤外線カメラを搭載して自動撮影し、施設点検や環境調査を行います。位置情報

付きの熱赤外線画像を活用することで、これまで光学画像のみでは発見や識別が困難だった施

設の変状や環境の変化を、短時間で広範囲に確認することができます。

Point

はじめに

港湾施設、海岸保全施設、河川護岸、道路・橋梁、漁

港等のインフラ施設は、その多くが高度経済成長期に建

設されたため老朽化が進んでいます。また、東日本大震

災や能登半島地震等、大規模災害では多くのインフラ施

設が被災しており、効率的かつ迅速な点検作業が求めら

れています。インフラ施設の点検は、主に調査員が目視で

行い、時間と労力を要します。一方で、人口減少や高齢

化により調査員の不足が深刻な問題となっており、効率的

かつ迅速な点検方法の導入が求められています。

海岸保全施設の堤防・護岸等では、表法被覆工や裏法

被覆工等のひび割れ等により、堤体土砂の吸出し、堤体の

空洞化が生じて、堤体が破損することがあります。堤体の

空洞上部の部材で温度差が生じる特性に着目し、温度を

平面的に感知できる熱赤外線カメラを利用して天端被覆

工直下の空洞を把握する維持管理が注目されています。

近年、ドローンで使用される観測機器は技術革新が著

しく、小型かつ高精度な機器の開発が進んでいます。当

社では、ドローンに熱赤外線カメラを搭載し、港湾施設や

海岸保全施設の点検や環境調査に活用する取り組みを

行っています。

熱赤外線カメラによる撮影と画像処理

熱赤外線カメラによる撮影から画像処理までの流れを

以下に示します。当社所有のドローン(図1)は、熱赤外線カ

メラ(図2)を搭載して自動撮影ができます。1回の飛行(約

15分)につき約2,000m×100m範囲のデータ取得が可能

です。なお、ドローン飛行については航空法を順守する必

要があります。

Vol.70 MAY 2025
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図5 海岸堤防の漏水箇所の推定(熱赤外線画像)

図4 海岸堤防(天端被覆工)の撮影画像比較

図6 干潟域における環境調査(熱赤外線モザイク画像)

健全箇所と空洞箇
所を比べると温度
差がみられる

熱赤外線画像光学画像

熱赤外線画像光学画像

温度が低い箇所は水たまり
になっていると推定される
温度が低い箇所は水たまり
になっていると推定される空洞箇所推定

熱赤外線モザイク画像熱赤外線モザイク画像

熱赤外線画像では光学画像では捉えら
れない構造物からの漏水を推定できる
熱赤外線画像では光学画像では捉えら
れない構造物からの漏水を推定できる

空洞

空洞箇所は周りの健全箇所
に比べて熱吸収量が少ない
ため温度差が生じる

アスファルトやコン
クリートによる舗装

図3 舗装面に空洞がある場合の熱吸収量イメージ

現地活用事例(施設点検、環境調査)

(1)舗装空洞箇所推定への活用

アスファルト舗装やコンクリート舗装の表面温度は空洞の

存在により温度差が生じます（図３）。この特性を利用して、

海岸堤防の堤体の空洞上部の部材を対象に熱赤外線画

像から平面の温度差を検知し、堤体の空洞箇所を推定する

ことができます(図4)。さらに表面温度の朝と昼との温度差を

確認することで、空洞箇所の絞り込みを行うことができます。

この結果より詳細な点検（削孔による空洞の計測等）が

必要となる箇所を選定することができるため、作業効率の

向上に寄与することができます。

(2)漏水・湧水箇所推定への活用

通常、構造物の漏水や地上の湧水等を光学画像で識

別することは困難ですが、それらは地面との温度差が大き

いため、熱赤外線画像では識別が容易です。

海岸堤防では、熱赤外線画像により漏水箇所を推定

することができます(図5)。干潟域の環境調査では、熱赤

外線モザイク画像を作成することで、干潟生物の生息に

影響を与える表層泥の温度の計測が可能です(図6)。ま

た、ドローンによる撮影により、短時間で広範囲の計測が

可能となることから、計測時間差による温度変化の影響

を低減させるメリットがあります。

今後の展望

建設業界において深刻な人材不足が続くなか、業務の

効率化と生産性の向上は急務となっています。「熱赤外

線カメラ搭載ドローンによる施設点検・環境調査」技術は、

施設点検や環境調査への適用にとどまらず、DX技術と組

み合わせた活用もでき、生産性の向上にも役立ちます。

今後もデータの取得方法や解析技術を深化させ、さまざ

まな分野に活用していくことで、多様な課題解決に努めて

いきます。

新たな取り組み
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図1 斜面安全率解析結果分布と崩壊発生箇所(H16洪水)

総雨量等高線

深層崩壊地(H16洪水)
表層崩壊地(H16洪水)

斜面安全率Fs
           0.5～1.0
           1.0～1.5
           1.5～

斜面安全率の値が低い
場所で崩壊地が多い

崩壊地の約40%がFs≧1.0

※1 斜面安全率(Fs)：安定性を示す指標。すべりをおこさせる力と抵抗
する力の比で表わしたもの。Fs=1はまさにすべりだそうという状態を表わ
している。

図3 崩壊発生確率による計算メッシュ内の崩壊領域
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図2 各計算メッシュの斜面安全率(洪水期間の最小値)
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)

全ての計算メッシュ番号(No.1～22750)
崩壊地を含む計算メッシュ

大阪支社 河川部 笠井 賢治、森 友佑

山地域における面的な土砂生産特性の分析

降雨を外力とする山地域の土砂生産量について各支川流域別に算出する手法を開発しました。

大規模豪雨時においては斜面安全率に崩壊発生確率の指標を組み入れた表層崩壊モデル、平常

年には裸地侵食モデルを組み合わせることで、再現性の向上を図りました。

Point

はじめに

流域からの土砂流出量が多い貯水ダムでは、過度な

土砂堆砂によって本来の治水や利水機能に深刻な支障

をきたす状況が発生しています。

本開発で対象とした
ながやすぐち

長安口ダム上流域は、急峻で地質

が脆い四国山地であることから豪雨時に土石流による土

砂流出が発生しやすく、ダム機能の維持に向けた対策が

必要となっています。

既往モデルの課題

これまでも、貯水池内の堆砂除去のみならず、ダム上

流域全体で土砂流出抑制対策が可能となるように、面的

(各支川流域)に土砂生産量を算出する方法について検討

してきました。既往検討では斜面安全率(Fs)※1解析を基

本にFs<1.0を表層崩壊発生の基準として土砂生産量を算

出していました。斜面安全率解析結果(図1)の値のバラツ

キをY軸で把握できるように、計算メッシュ番号をX軸にとり

並び替えたものが図2です。実際の崩壊発生箇所において

は、崩壊地の約40％においてFs≧1.0となっています。実

績崩壊地の再現精度に課題があった斜面安全率のみで

崩壊発生の判断を行うことは実現象に合致していないこと

から、新たな検討手法の開発が求められていました。

土砂生産モデルの開発

実績のダム堆砂量より、H16年洪水のように斜面崩壊が

多発した大規模豪雨時はもとより、それ以降の崩壊非発生

年においても恒常的な土砂の生産が確認できました。そのた

め、斜面崩壊を伴う大規模豪雨時、崩壊非発生年それぞれ

の土砂の生産実態に見合ったモデルの開発を行いました。

(1)大規模豪雨時の表層崩壊のモデル化

山地域全体の表層崩壊による土砂生産量については、

各計算メッシュで崩壊領域の土量を算定したものを面的

に積算することで推定しました(図3)。

表層崩壊による土砂生産量V1の算定式を数式(1)に示

します。ここで、崩壊発生確率については、斜面安全率の

結果(図1)をもとに、斜面安全率を0.1間隔でランク分けして

設定しました(表1)。このように、崩壊発生確率と平均崩壊

深を与えて算出することで、Fs≧1.0の場合にも低確率では

あるものの崩壊が発生している状況を反映し、崩壊現象の

再現精度の向上を図りました。

Vol.70 MAY 2025
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本稿は、第12回土砂災害に関するシンポジウム論文集「山地域に
おける面的な土砂生産特性の分析」(pp.131-136、2024、国土交
通省 四国地方整備局 那賀川河川事務所との共著)を再編集した
内容となっています。

図6 各支川流域からの土砂流出量（H16～R4の年平均）

図5 ダム貯水池までの土砂移動を考慮した検証結果
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11.7 土砂流出量が多い

V2=dh×Ab           (2)
V2： 土砂生産量(裸地侵食)
Ab： 各年の裸地面積
dh： 年あたりの平均侵食深
（図4の相関式dh=0.0000209×Rより設定）

ダム堆砂量を平均
侵食深に置き換え

図4 年総雨量との相関図
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年平均侵食深と年総雨量の相関

V1=Σ(P(Fs)×a×h)              (1)
V1： 土砂生産量(表層崩壊)
a： 計算メッシュ面積(100m×100m)
h： 平均崩壊深(レーザ測量結果から斜面勾配に応じて設定)
P(Fs)： 斜面安全率に応じた崩壊発生確率ΣAc (Fs)/Σa(Fs)
Ac： 平成16年8月洪水時の実績崩壊地面積
Fs： 流出解析で得られる降雨期間中の最小斜面安全率
ΣAc(Fs)： 各斜面安全率ランクに含まれる実績の表層崩壊地面積の合計
Σa(Fs)： 各斜面安全率ランクの計算メッシュ面積合計

dh=0.0000209R

表1 斜面安全率ランクに応じた崩壊発生確率

Fsランク

Fsランク別の
計算メッシュ面積

(km2)

実績の表層
崩壊面積

(km2)

崩壊発生
確率

P（Fs）

① ② ③ ③/②
0.0≦Fs≦0.5 0.0 0.000 0.00%
0.5＜Fs≦0.6 0.6 0.000 0.00%
0.6＜Fs≦0.7 7.7 0.025 0.33%
0.7＜Fs≦0.8 23.0 0.090 0.39%
0.8＜Fs≦0.9 34.5 0.074 0.21%
0.9＜Fs≦1.0 37.7 0.087 0.23%
1.0＜Fs≦1.1 31.3 0.066 0.21%
1.1＜Fs≦1.2 22.8 0.026 0.12%
1.2＜Fs≦1.3 16.3 0.012 0.07%
1.3＜Fs≦1.4 11.3 0.006 0.05%

合計 227.5 0.408 0.18%

R2=0.940

年ダム堆砂量と
年総雨量の相関

(2)崩壊非発生年(平常年)の裸地侵食のモデル化

表層崩壊が発生しない平常年においては、ダム上流域

の表土が露出した裸地の土砂が侵食されて貯水池まで土

砂移動していると想定し、モデル化しました。任意の降雨量

に応じた土砂生産量を算出可能とするため、各年のダム堆

砂量と相関がある降雨量を分析し近似式を作成しました。

次に、ダム堆砂量を裸地面積で除して年あたりの平均侵

食深を算出し、年ダム堆砂量から年平均侵食深に置き換

えた相関図を作成しました(図4)。この相関図をもとに近

似式を算出し、任意の降雨量に対応した平常年の土砂

生産量V2の算定式に組み込みました(数式(2))。

(3)モデルの検証

H16～R4年の19年間の再現計算を行い、モデルの検

証を行った結果、ダム貯水池内の堆砂量、粒径割合がお

おむね再現されました(図5)。各支川流域からの土砂流

出量を算出できることから、面的な把握ができる手法とし

て有効であることも確認しました(図6)。

おわりに

気候変動による異常気象や自然災害が頻発するなか

で、既存施設の有効利用は喫緊の課題となっています。

ダムを有効利用するためには堆砂量を精度よく予測する

ことが求められます。

本モデルでは山地域からの土砂生産量を面的に算出

でき、土砂生産が多い支川流域の特定等の分析にも適

用できます。また、降雨量のほか、土壌や裸地等の与条

件をメッシュごとに任意に設定し、土砂量の発生規模(上

限～下限)を把握することができることから、ダム堆砂対策

に柔軟に対応することができます。

今後もさまざまな流域への活用を進めていくことでモデ

ルの精度向上を図り、土砂管理に関する課題解決に貢

献していきたいと考えています。

新たな取り組み
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写真1 3GeV高輝度放射光施設 NanoTerasu(仙台市)

図1 放射光と物質の相互作用を利用した測定・解析

①蛍光・光電子放出
元素の組成、分布、化学状態、
時間変化等

②透過・吸収
内部の三次元構造、
イメージング(性質
や機能の画像化)等

③散乱・回折
原子の配列、分子構造、
形状観察等

放射光
(X線)

物質

環境創造研究所 リスク評価部 戸田 美沙、エコチル調査プロジェクト部 北村 龍史、経営企画本部 宮本 信一

ナノの世界を照らす放射光 ～NanoTerasu

世界最高水準の高輝度放射光施設NanoTerasu(ナノテラス)が運用を開始しました。ナノ

テラスは、物質の構造や性質をナノのレベルで可視化する「巨大な顕微鏡」です。ナノテラスの

放射光を活用した技術開発に取り組み、新たなサービスや価値創造につなげていきます。

Point

はじめに

小さなものを顕微鏡で観察する際に倍率を大きくしていく

と、顕微鏡の視野は次第に暗くなっていきます。したがって、

より小さなものを観察するためには、より明るい光が必要に

なります。私たちが日常で目にする光とは比べものにならな

いほど明るい「放射光」で照らすことにより、物質の構造や性

質をナノ(10億分の1メートル)のレベルで可視化できます。

2024年に運用を開始した世界最高水準の「3GeV高輝

度放射光施設 NanoTerasu(通称、ナノテラス)」は、ナノの

世界を観察するための巨大な顕微鏡として、基礎研究か

ら産業利用に至るまで幅広い領域で先進的な活用が期

待されています。本稿では、ナノテラスの放射光の特性や

その利用、そして当社における活用について紹介します。

放射光とは

放射光は、光速近くまで加速した電子の進路を磁場で

曲げたときに放射される輝度の高い光です。一方向に強く

絞られた指向性の高い光で、紫外線からX線まで幅広い

波長をカバーしています。これらの特性により、放射光は

材料科学を中心に広範な分野で、物質の分子レベルの

構造や挙動を解析するツールとして活用されています。

3GeV高輝度放射光施設NanoTerasu

東北大学の新青葉山キャンパス(仙台市)に整備された

ナノテラス(写真1)は、太陽光の10億倍以上明るい光を生

成する次世代型放射光施設です。

放射光には、波長が長く(光エネルギーが低く)吸収され

やすい軟X線と、波長が短く(光エネルギーが高く)透過しや

すい硬X線があります。軟X線は物質表面や原子量の小さ

い軽元素の解析に、硬X線は物質内部の深い領域の構造

や原子量の大きい重元素の解析に適しています。

ナノテラスは、従来の放射光施設の100～1,000倍の輝

度を実現し、光エネルギーが低い軟X線領域で軽元素の

解析に高い性能を発揮します。高い時間分解能を備えて

おり、試料に与えるダメージを最小限に抑えながら物質内

部の物理・化学的な変化をナノのレベルでリアルタイムに測

定できます。

放射光で見るナノの世界

放射光のX線を物質に照射すると、相互作用により、

①蛍光や光電子の放出、②光の透過や吸収、③物質の

電子構造に依存した光の散乱や回折が生じます。これら

の相互作用を検出することにより、物質の構造や電子状

態、化学状態、動的挙動等の物性を高精度に把握でき

ます(図1)。

これらの特性を利用して、放射光は「見えないものを見

る」ための強力なツールとして、材料科学や電子・通信、

エネルギー等の分野を中心に広く産業利用されてきまし

た。放射光は、材料開発において物性評価の大きな役割

を担っており、エコタイヤの耐摩耗性ゴムに代表される新

たな機能性素材の開発や半導体デバイス、電池材料、

触媒等の性能向上に貢献しています。
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写真2 SPring-8 (BL37XU)での放射光測定の様子
（右上）実験ハッチ内の走査型顕微分光計測装置

50 µm

ケイ素
銅
亜鉛

図2 マイクロプラスチック表面の元素分布を示したイメー
ジング解析画像(写真中の白色の部分は、ケイ素、銅、亜
鉛の３つの元素が重なって存在している領域を示す)

放射光を活用した技術開発

(1)当社における放射光の活用

近年、自然科学や環境科学の分野で放射光技術の活

用が進んでいます。当社では、ナノテラスの放射光を活用

した技術開発に取り組んでいきます。

環境分野では、放射光を用いた高精度な解析により、

環境中の無機物や有機物の元素組成、分布、分子構造、

化学形態、動態、時間変化などを原子レベルで明らかに

し、物質循環や汚染物質の拡散・移動などのメカニズム

の解明、効果的な浄化技術の開発などにつながることが

期待されます。

生命科学分野では、生体組織の微細構造の観察やイ

メージング(性質や機能の画像化)、タンパク質やDNA等の

生体高分子の立体構造や結合状態を解析することで、が

んや感染症等の疾病メカニズムの解明や創薬に貢献す

ると考えられます。また、食品分野では、食品の成分や微

細構造を放射光で分析することにより、美味しさや機能、

安全性の科学的な評価が可能になります。さらに、建設

やものづくり分野では、放射光を用いてさまざまな環境下

でインフラ材料や先端材料の物性を解析することにより、

品質管理や耐久性の向上、新たな機能性素材の開発等

が期待されます。

これらの技術開発を通じて、当社の事業への放射光技

術の適用を進め、科学的な裏付けによるメカニズムの解

明、新規材料やデバイスの開発等により、既存技術の高

度化や新たなサービスの提供につなげていきます。

(2)測定事例：マイクロプラスチック表面の解析

ナノテラスの運用に先立って、フィージビリティスタディと

して、大型放射光施設SPring-8(兵庫県佐用郡佐用町)

において、海域から採取したマイクロプラスチック表面の金

属元素の分布とその化学形態を測定しました(写真２)。

マイクロ蛍光X線分析によりマイクロプラスチック表面の

微小領域における金属元素の分布をイメージング解析し

た結果、マイクロプラスチック表面にバイオフィルム(指標

元素：ケイ素)の形成を確認し、その中に銅や亜鉛が局在

している様子が可視化されました(図2)。また、X線吸収微

細構造(XAFS)分析により、銅はⅠ価の酸化銅、亜鉛は塩

化亜鉛の形態でバイオフィルム上に存在している可能性

が明らかになりました。

放射光により、マイクロプラスチック表面の微小領域に

形成されたバイオフィルムが金属元素の吸着場として機

能している可能性が示唆され、海洋環境中のマイクロプラ

スチック汚染の実態解明やその対策につながることが期

待されます。

おわりに

ナノテラスには、研究機関と企業などが協働し、イノベー

ションを促進することを目的として、コアリション(有志連合)

制度が整備されています。この制度は、企業と学術研究

者をマッチングし、強力なチームを形成してさまざまな課

題解決を図る産学連携のエコシステムです。当社は、コア

リションによるオープンイノベーションを活用し、放射光を活

用した技術開発を加速させることで、新たなサービスや価

値を創出し、安全・安心で持続可能な社会の実現に貢献

してまいります。

新たな取り組み
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図1 多面的機能の評価と情報発信のプロセス2)

● 要素1：棚田営農の手間の見える化： 
条件不利地である棚田の営農実態(労働時間やコスト)を定量的に
示すこと

● 要素2：棚田の多面的機能の見える化： 
物理的機能や社会的・文化的機能を定量・定性的に整理すること

● 要素3：見える化した情報をわかりやすく発信： 
営農実態や多面的機能を動画やスライド等の手段でわかりやすく
整理し発信すること

● 要素4：情報発信に対する反応＋営農への支援： 
情報発信により継続的な棚田営農への支援のリソース(外部から
の声、人資源、資金等)の確保につながっているかを検証すること

写真1 稲倉の棚田の様子

マルタニシとトウキョウダルマガエル
地域の人や棚田オーナーが参加
する「ししおどし祭り」

要素2 棚田の多面的機
能の見える化 要素3 見える化した情報

を分かりやすく発信

要素1 棚田営農の手間の
見える化

要素4 情報発信に対する
反応＋営農への支援

棚田の多面的機能の見える化の試み
国土環境研究所 地域共創推進部 吉田 拓矢、稲田 あや、平井 朝葉、農業環境資源事業部 農業環境資源部 若林 克拓

はじめに

農業・農村は食料の生産だけでなく、国土の保全、水資

源の涵養、生物多様性の保全、良好な景観の形成、伝統

文化の保存等さまざまな多面的機能を有しています。な

かでも、棚田は全国で13.8万haを占めており、特に土砂災

害防止や水源涵養等の機能の発揮により国土保全に寄

与していると考えられます。しかし、中山間地域の過疎化

や急斜面にある条件不利性※1等により耕作放棄地が増加

し、多面的機能が十分に発揮されなくなることが問題とな

っています1)。こうした問題を受け、農林水産省農村振興

局地域振興課では、棚田地域の保全および多面的機能

に関する国民理解の醸成を図るため、棚田地域で発揮さ

れる多面的機能の調査とその機能の見える化、情報発信

に関する検討を行っています。

当社は令和5年度の当該業務を請け負っており、長野

県上田市の「稲倉の棚田(写真１)」を対象に実施した業務

成果の一部をご紹介します。

棚田の多面的機能の見える化と情報発信の目的

棚田の多面的機能は営農が継続されてこそ発揮される

という前提をふまえ、営農実態や多面的機能の見える化

と情報発信が棚田営農の継続支援につながるという仮説

を置き、この仮説を4つの作業要素によるプロセスで図解し

ました(図1)。

ここでは、要素1と要素2の検討結果をもとに作成した要

素3の成果および要素4の調査結果をご紹介します。

※本業務は、農林水産省農村振興局地域振興課からの委託で実施しました。

棚田地域は食料の生産だけでなく、国土の保全、水資源の涵養、生物多様性の保全等さまざまな多面的機能を発

揮しています。それらの機能維持に欠かせない棚田の保全と国民理解の向上に貢献するため、多面的機能を定量評

価し、動画やスライド等で分かりやすく紹介した事例をご紹介します。

※1 条件不利性：急斜面であるために、大型の農業機械の使用が困難

であり、
けいはん

畦畔の草刈り作業に危険が伴うなど、地形を含む自然的・社会
経済的条件が不利な状態
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図3 動画視聴後のアンケート結果2)

図2 稲倉の棚田の多面的機能3)

稲倉の棚田全体の機能

[出典]

1) 農林水産省HP「棚田地域の振興について」

https://www.maff.go.jp/j/nousin/tanada/tanada.html

2) 棚田の多面的機能等の見える化と発信による営農継続への寄与の検証

吉田ら（2024） 2024年度（第73回）農業農村工学会大会講演会講演

要旨集 pp.343-344.

3) 令和5年度棚田地域における多面的機能の評価業務報告書

（農林水産省農村振興局地域振興課）

※2 JBO：Japan Biodiversity Outlook

どのような関わり方をしたいか動画で最も印象に残っている部分

棚田イベント
参加 23％

棚田米や
日本酒の購入
 16％

稲刈り 
13％

棚田オー
ナー制度 
13％

田植え 
11％

棚田の補修
 9％

インタビュー
(近隣小学校校長) 4％

インタビュー
(酒蔵杜氏) 22％

稲倉の棚田の
紹介(原風景、
農作業) 
16％

棚田に関わる
メニュー   14％

棚田での営農作業の
説明(保全委員会) 11％

棚田の多面
的機能 33％

水路の維持管理 
6％

棚田保全組織の
スタッフになる参加 2％

草刈り 
7％

土砂崩壊防止機能

未整備の斜面地整備された棚田

地域社会振興機能地域社会振興機能地域社会振興機能

河川流況安定機能河川流況安定機能河川流況安定機能

農村文化保存機能農村文化保存機能農村文化保存機能

土壌浸食防止機能土壌浸食防止機能土壌浸食防止機能
体験・教育機能体験・教育機能体験・教育機能

生物多様性保全機能生物多様性保全機能生物多様性保全機能

食料生産機能食料生産機能食料生産機能
保健休養機能保健休養機能保健休養機能

土砂崩壊防止機能土砂崩壊防止機能土砂崩壊防止機能

情報発信用動画の作成と反応の把握

稲倉の棚田の多面的機能を解説したイラスト(図2)を

作成するとともに、営農実態や多面的機能の解説、関

係者インタビュー等を盛り込んだ5分程度の動画を作成

しました。また、長野県内在住の方を中心に46名に動

画を視聴いただいた後、簡易なWebアンケート調査を実

施しました。

アンケート調査の結果(図3)、動画の中で最も印象に

残った場面は、棚田の多面的機能の説明が33％と最も

高く、「米の生産以外の棚田の役目を初めて知った」「多

面的機能をもつ棚田を守るべきだ」等の肯定的なコメント

が多くみられました。また、回答者の約７割が動画の視聴

により稲倉の棚田に関わってみたいと回答しており、続け

て「どのような関わり方をしたいか」を尋ねたところ、棚田

で実施されるイベントへの参加や、棚田米 ・ 日本酒の購

入によって関わりたいといった回答が多い傾向がみられ

ました。

おわりに

本業務の検討を通じ、棚田の多面的機能の評価や情

報発信は、営農の継続や、そこに関わる人々の増加に寄

与する可能性が示唆されました。一方で、多面的機能を

簡易的かつ的確に評価できる手法の確立や、情報提供

する相手に応じた効果的な情報発信方法の検討等、いく

つかの課題も明らかとなりました。

当社では、環境保全型農業の生物多様性保全効果調

査(農林水産省)や市町村の生物多様性地域戦略の策

定支援(環境省)、生物多様性および生態系サービスの

総合評価(JBO※22,JBO3)(環境省)等を実施しています。

これらの業務経験や知見を棚田地域の振興に活かすた

め、令和6年7月に『つなぐ棚田遺産オフィシャルサポータ

ー』の認定を受けました。引き続き棚田を含む中山間地

域の価値を見える化する技術の確立に取り組むとともに、

棚田地域の持続性と魅力を高め、地域内外からの関わり

を促すためのサポート活動に取り組んでまいります。
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図1 主なBC生態系

図2 BC生態系創出の流れと留意点

マングローブ林 干潟

海藻藻場海草藻場

図3 海藻藻場のポテンシャルマップ(一部抜粋)

BC生態系創出適地の検討

BC生態系創出技術の検討

BC生態系の創出

BC生態系の多様な効果の評価

限られた時間と予算で精度よく的確に適地選定

亜熱帯地域特有の環境条件（台風等）や生物相を
考慮し、海草の植付手法や護岸材質・形状を検討

CO2吸収に加え、生物多様性向上等、
地域社会に貢献する波及効果を検討

海藻分類
好事例
高ポテンシャル区域

既往調査結果（※）
海藻藻場

※環境省の自然環境調査Web-GISより(藻場調査2018～2020年度)
0                     0.5             0.5km

離岸堤等に海藻藻場が形成され
ている可能性がある（好事例）

離岸堤等の整備により海藻藻
場が形成される可能性あり 
（高ポテンシャル区域）

亜熱帯性ブルーカーボン生態系の創出支援
沖縄支社 生態・保全部 新宅 航平、環境技術部 佐藤 泰夫、菅野 絵理、重石 幸樹、技術顧問 金城 信之、

中国支店 環境技術部 水野 博史

はじめに

ブルーカーボン(以下、BCとする)とは、海洋生態系に取

り込まれ長期間貯留される炭素のことです。近年「2050

年カーボンニュートラル」の実現に向け、CO2吸収源とし

て「海草藻場」「海藻藻場」「マングローブ林」「干潟」が

BC生態系として注目されています(図1)。

BC生態系の創出にあたっては、適地選定から創出技術、

活用まで、さまざまなプロセスの検討が必要となります。ま

ず、BC生態系の創出の適地選定は、成否を左右する重要

なポイントです。限られた予算と時間のなかでBC生態系に

最適な場所を選定する必要があります。次に選定された場

所の条件に合った創出技術の検討が重要であり、沖縄県

では亜熱帯地域特有の条件を考慮することが必要です。ま

た検討にあたっては、創出後のBC生態系のCO2吸収量や、

その波及効果を評価し、BC生態系を地域社会に貢献する

資源として最大限活用することも重要となります。

本業務では、これまで実施された保全・創出の知見を踏

まえ、BC生態系創出の適地選定から創出技術の検討、

創出された生態系活用に至るまでの課題について包括的

に検討しました。一例として海草藻場と海藻藻場の創出

に関わる検討事例を紹介します(図2)。

ブルーカーボン検討事例

(1)BC生態系創出適地の選定

沖縄県におけるBC生態系創出の取り組み促進を目的と

して、県内31港湾における156箇所の海岸保全施設(護

岸等)を対象としてBC生態系に適した場所を解析しました。

これには各区域における水深や底質、藻場の有無、地形、

近接する海岸保全施設の構造等の条件を点数化すること

で、BC生態系創出のポテンシャルを評価しました。

ブルーカーボン生態系創出のためには、適地選定から創出技術、活用まで、多岐にわたる検討が必要です。本業

務では、沖縄県における環境保全の事例等を踏まえて、ブルーカーボン生態系創出に向けた課題やその対策につい

て包括的な検討を行いました。

※本業務は、内閣府沖縄総合事務局開発建設部からの委託で実施しました。
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図6 海岸保全施設による海藻藻場の創出効果

図5 生分解性ポットによる海草藻場の創出

図4 突堤による波浪低減・海草藻場の生育環境向上

沖側沖側

突堤背後突堤背後

ホンダワラからの生育量多 少

自然石 消波ブロック凹凸のあるコンクリート

突堤背後の海草藻場では波
浪影響が小さく生育が良い

この方法を用いて、広域を対象としたスクリーニングに

より候補地を効率的に絞り込み、すでに護岸等にBC生

態系が分布すると考えられる「好事例区域」や、今後護

岸等を整備することでBC生態系が創出される可能性の

ある「高ポテンシャル区域」をポテンシャルマップとしてと

りまとめました(図3)。選定されたエリアで詳細な調査(現

地調査を含む)を行うことで、効率的なBC生態系創出の

適地選定を実現しました。

(2)BC生態系創出技術の検討(海草藻場)

沖縄県における海草藻場の主な減少要因として、台風

の高波浪が挙げられます。この影響を受けた場所では、海

草の地下茎の露出や海底面のえぐれが見られますが、今

回の調査では突堤や離岸堤、潜堤の背後域において、波

浪の影響が軽減され、海草藻場の生育環境が安定的に

保たれている状況が観察されました(図4)。したがって、海

草藻場の創出には外力を制御する構造物の設置のほか、

海草種苗の植付けには種苗の流出を防ぐために生分解性

ポットを用いる等、流出防止対策が重要となります(図5)。

(3)BC生態系創出技術の検討(海藻藻場)

海藻藻場の構成種であるホンダワラ類は、波当たりの

強い場所の岩等に生育します。そのため、こうした波当たり

の強い場所に生育基盤に適した自然石や凹凸加工のコン

クリート素材を活用した突堤や離岸堤を整備することで、

海藻藻場の形成が促進されます(図6)。ホンダワラ類は国

内他地域にも生育しており、生育に適した基質や、藻場形

成後の食害対策等については国内他地域の事例を参考

に進めていくことが重要です。

(4)BC生態系の多様な効果の評価

BC生態系創出の効果には、CO2の吸収量が注目されま

すが、港湾全体での排出量と比較すると創出したBC生態

系の吸収量が必ずしも多くない場合があります。しかし、BC

生態系創出の取り組みは、CO2の吸収だけでなく「環境学

習」「漁場再生」「観光資源」「高い生物多様性によるネイ

チャーポジティブへの貢献」等、多様な波及効果をもたらし

ます。こうした多様な効果を評価し、関係機関や地元住

民・漁協等、さまざまなステークホルダーと連携し、地域の

さまざまな社会課題の解決につなげることで、ブルーカー

ボンの取り組みが一層促進されていきます。

おわりに

当社には亜熱帯をはじめ、国内・海外の海草藻類やマ

ングローブ林、干潟の保全・創出に長年にわたって取り組

んできた豊富な実績があり、知見と技術が蓄積されていま

す。これらを活かし、BC生態系創出の取り組みを包括的

に支援し、BC生態系の波及効果による地域の課題解決

に貢献してまいります。
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